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名古屋市詳細は中面をご確認ください。

宿泊施設への避難助成制度があります。 選択肢の１つ
として考えて
みませんか？



災害に備え、できるだけ
事前に認定申請
しておきましょう！
※申請は世帯単位

　近年、全国各地で大規模な災害が頻発し、これまで以上に命を守るための適切な避難行動が
求められています。市民の皆さまに躊躇せずに避難していただくため、以下の方を対象として市内
のホテル等に避難する場合の宿泊費を助成する制度です。

名古屋市宿泊施設避難助成金制度
宿泊施設避難助成金制度の申請手続きの流れ

よくある問い合わせ

対象世帯

助成金額

『土砂災害（特別）警戒区域』 または
『家屋倒壊等氾濫想定区域』 に居住する世帯

対象施設 名古屋市内に所在する旅館業法に基づく旅館・ホテル
※『土砂災害（特別）警戒区域』 または 『家屋倒壊等氾濫想定区域』に所在する施設を除く

宿泊費の2分の１ （１世帯当たり上限5,000円／１泊）

助成対象
となる状況

大雨や台風に起因する事象により
①名古屋市がお住まいの地域に対して「避難情報」を発令した場合
②その他、名古屋市が制度の適用を決定した場合

ある程度事前に避難の準備をすることができる風水害が対象です。

Q 避難情報とはどういったものですか。
避難を判断するための情報として、本市が発令する「高齢者等避難」「避難指示」「緊急安全確保」
のことです。

Q 宿泊の際に使用した、交通費や飲食費は対象となりますか。
休憩料を含む宿泊費のみが助成の対象になります。
移動のための交通費、避難中の飲食費は助成の対象外です。

Q 申請はいつすれば良いですか。
事前に認定申請しておくことで、災害に備えて宿泊施設や避難経路などをあらかじめ検討しておくこ
とができ、発災後の迅速な避難行動に繋がります。いざという時のため、できるだけ事前に認定申請
をしておきましょう。
ただし、助成金の対象世帯であれば、避難後に認定申請及び交付申請を行うことも可能です。

Q 『家屋倒壊等氾濫想定区域』に敷地が少しだけかかっているがそれでも対象になりますか。
敷地が少しでも対象区域にかかっていれば対象となります。

認定申請の流れ

1 まずは、お住まいが助成制度の対象区域となるか確認
・  ・

2 認定申請を行う
電子申請 または 郵送 での申請が可能です。

3 認定通知書を送付
申請内容を確認後、認定通知書を送付いたします。

4 実際の避難に備えて、避難経路・宿泊施設を検討しておく
※災害時の混乱に備え、あらかじめ宿泊施設を決めておきましょう。
※助成制度が利用可能な施設は市公式ウェブサイトで確認できます。

※「宿泊施設の発行する宿泊証明書」または「名古屋市宿泊施設避難助成金にかかる宿泊証明書（第９号様式）」

※助成対象者に該当しない等、不認定の場合も不認定通知書を送付いたします。

助成対象：「土砂災害（特別）警戒区域」または「家屋倒壊等氾濫想定区域」に居住する世帯

避難・助成手続きの流れ

1 大雨や台風などにより、お住まいの地域に対して避難情報を発令

2 ホテル等の宿泊施設を確保する
宿泊施設はご自身で確保をお願いします。

4 交付申請

電子申請 または 郵送 での申請が可能です。

5 指定口座への振り込み
交付申請の際に指定した口座へ助成金を振り込みます。

3 避難情報の解除を確認し、チェックアウト
宿泊費は、助成対象者において、一旦全額支払いをお願いします。
【宿泊施設から受け取る書類】
（１）領収書 （氏名及び内訳が記載されているものに限る）   （２）宿泊証明書 （氏名が記載されているものに限る）※

『名古屋市防災アプリ』では、避難情報をプッシュ通知で配信します。
その他、以下の様々な手段で避難情報をお伝えしますので、ご自身でご確認をお願いします。

名古屋市役所  防災危機管理局  地域防災課
宿泊施設避難助成金担当
TEL：052-972-3591

確認はこちら

HOTEL

電子申請や
申請様式のダウンロートはこちら

（市公式ウェブサイト）

宿泊施設の
確認はこちら

（市公式ウェブサイト）

『宿泊施設避難助成金制度』に関する問い合わせ先
助成金制度の詳細やよくある問い合わせは、市公式ウェブ
サイトで確認できます。

建築物についての補助制度
土砂災害特別警戒区域にお住まいの方へ・ ・
住宅の移転や解体、改修費用に対する補助制度があります。

地震の時は助成対象になりますか。Q 地震の時は助成対象になりますか。

※宿泊施設への避難後に認定申請を行うことも可能です。

名古屋市防災アプリ テレビ・ラジオなど 名古屋市公式
ウェブサイト

緊急速報メール・
きずなネット防災情報

名古屋市公式
SNS

防災スピーカー 広報車・消防車

※不交付となった場合は、不交付決定通知書を送付いたします。

名古屋市防災アプリについては、
次のページで詳しく紹介しています！

事前に認定申請済の方はこちら

（電子申請フォーム） （市公式ウェブサイト）

電子申請 または 郵送 での申請が可能です。
避難後に初めて申請される方はこちら

（認定申請・交付申請を同時申請可能）

（電子申請フォーム） （市公式ウェブサイト）
※助成対象者に該当しない等、不認定の場合は不認定通知書を送付いたします。

電子申請はこちら
（申請様式のダウンロード）
郵送申請はこちら

（交付申請のみ）
電子申請はこちら

（申請様式のダウンロード）
郵送申請はこちら

住宅都市局  建築安全推進課  建築防災担当
TEL：052-972-2935



災害に備え、できるだけ
事前に認定申請
しておきましょう！
※申請は世帯単位

　近年、全国各地で大規模な災害が頻発し、これまで以上に命を守るための適切な避難行動が
求められています。市民の皆さまに躊躇せずに避難していただくため、以下の方を対象として市内
のホテル等に避難する場合の宿泊費を助成する制度です。

名古屋市宿泊施設避難助成金制度
宿泊施設避難助成金制度の申請手続きの流れ

よくある問い合わせ

対象世帯

助成金額

『土砂災害（特別）警戒区域』 または
『家屋倒壊等氾濫想定区域』 に居住する世帯

対象施設 名古屋市内に所在する旅館業法に基づく旅館・ホテル
※『土砂災害（特別）警戒区域』 または 『家屋倒壊等氾濫想定区域』に所在する施設を除く

宿泊費の2分の１ （１世帯当たり上限5,000円／１泊）

助成対象
となる状況

大雨や台風に起因する事象により
①名古屋市がお住まいの地域に対して「避難情報」を発令した場合
②その他、名古屋市が制度の適用を決定した場合

ある程度事前に避難の準備をすることができる風水害が対象です。

Q 避難情報とはどういったものですか。
避難を判断するための情報として、本市が発令する「高齢者等避難」「避難指示」「緊急安全確保」
のことです。

Q 宿泊の際に使用した、交通費や飲食費は対象となりますか。
休憩料を含む宿泊費のみが助成の対象になります。
移動のための交通費、避難中の飲食費は助成の対象外です。

Q 申請はいつすれば良いですか。
事前に認定申請しておくことで、災害に備えて宿泊施設や避難経路などをあらかじめ検討しておくこ
とができ、発災後の迅速な避難行動に繋がります。いざという時のため、できるだけ事前に認定申請
をしておきましょう。
ただし、助成金の対象世帯であれば、避難後に認定申請及び交付申請を行うことも可能です。

Q 『家屋倒壊等氾濫想定区域』に敷地が少しだけかかっているがそれでも対象になりますか。
敷地が少しでも対象区域にかかっていれば対象となります。

認定申請の流れ

1 まずは、お住まいが助成制度の対象区域となるか確認
・  ・

2 認定申請を行う
電子申請 または 郵送 での申請が可能です。

3 認定通知書を送付
申請内容を確認後、認定通知書を送付いたします。

4 実際の避難に備えて、避難経路・宿泊施設を検討しておく
※災害時の混乱に備え、あらかじめ宿泊施設を決めておきましょう。
※助成制度が利用可能な施設は市公式ウェブサイトで確認できます。

※「宿泊施設の発行する宿泊証明書」または「名古屋市宿泊施設避難助成金にかかる宿泊証明書（第９号様式）」

※助成対象者に該当しない等、不認定の場合も不認定通知書を送付いたします。

助成対象：「土砂災害（特別）警戒区域」または「家屋倒壊等氾濫想定区域」に居住する世帯

避難・助成手続きの流れ

1 大雨や台風などにより、お住まいの地域に対して避難情報を発令

2 ホテル等の宿泊施設を確保する
宿泊施設はご自身で確保をお願いします。

4 交付申請

電子申請 または 郵送 での申請が可能です。

5 指定口座への振り込み
交付申請の際に指定した口座へ助成金を振り込みます。

3 避難情報の解除を確認し、チェックアウト
宿泊費は、助成対象者において、一旦全額支払いをお願いします。
【宿泊施設から受け取る書類】
（１）領収書 （氏名及び内訳が記載されているものに限る）   （２）宿泊証明書 （氏名が記載されているものに限る）※

『名古屋市防災アプリ』では、避難情報をプッシュ通知で配信します。
その他、以下の様々な手段で避難情報をお伝えしますので、ご自身でご確認をお願いします。

名古屋市役所  防災危機管理局  地域防災課
宿泊施設避難助成金担当
TEL：052-972-3591

確認はこちら

HOTEL

電子申請や
申請様式のダウンロートはこちら

（市公式ウェブサイト）

宿泊施設の
確認はこちら

（市公式ウェブサイト）

『宿泊施設避難助成金制度』に関する問い合わせ先
助成金制度の詳細やよくある問い合わせは、市公式ウェブ
サイトで確認できます。

建築物についての補助制度
土砂災害特別警戒区域にお住まいの方へ・ ・
住宅の移転や解体、改修費用に対する補助制度があります。

地震の時は助成対象になりますか。Q 地震の時は助成対象になりますか。

※宿泊施設への避難後に認定申請を行うことも可能です。

名古屋市防災アプリ テレビ・ラジオなど 名古屋市公式
ウェブサイト

緊急速報メール・
きずなネット防災情報

名古屋市公式
SNS

防災スピーカー 広報車・消防車

※不交付となった場合は、不交付決定通知書を送付いたします。

名古屋市防災アプリについては、
次のページで詳しく紹介しています！

事前に認定申請済の方はこちら

（電子申請フォーム） （市公式ウェブサイト）

電子申請 または 郵送 での申請が可能です。
避難後に初めて申請される方はこちら

（認定申請・交付申請を同時申請可能）

（電子申請フォーム） （市公式ウェブサイト）
※助成対象者に該当しない等、不認定の場合は不認定通知書を送付いたします。

電子申請はこちら
（申請様式のダウンロード）
郵送申請はこちら

（交付申請のみ）
電子申請はこちら

（申請様式のダウンロード）
郵送申請はこちら

住宅都市局  建築安全推進課  建築防災担当
TEL：052-972-2935




